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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は,不 登校,ひ き こもり,自 傷,暴 力,拒 食な どのような問題行動あるいは神経症的症
状 に関して,個 人あるいは家族 学校などへの介入,さ らにより大きなシステムへのコンサルテ
ーションによる介入に関する実践および理論 を明 らか にす ることを目的 としている。
本論文は,序 論,4部10章および終章か ら成る。
序論 において,研 究の枠組み と障害 ・心理コンサルテーションの手法 を示す とともに,以 下 の
ように研究 の背景を述べた。 さまざまな問題状況に介入す る臨床 ・実践研究は,20世紀前半 まで
は医学モデルあるいは治療 ・指導モデルに基づいた個 人への介入であった。 しか し,こ の方法に
は限界があ り,!950年代に米国で個人のみな らず個人が属する家族 というシステムへも働 きかけ
るという家族療法な どの動きが登場 した。個 人の問題 の解決のために,個 人だけでな く個 人が属
す る家族な どのシステムへ も介入する ことが必要であるという視点は,成 長支援モデル,発 生防
止 とソーシャルサポー トの考 え方および ノーマライゼーシ ョンとエンパ ワー メン トの世界 的思潮
の中で,個 人が属する家族 学校 ・施設あるいは職場 というミクロシステムや,家 庭 と学校 ・施




第1部 では,筆 者の臨床実践活動の理論的枠組みと実践例 を述べた。多水準介入のモデル,ソ
ーシャルサポー トの機能,サ ポー ト資源,コ ンサルテーションなどのコミュニティ心理学の諸概
念,実 践的観察法,自 己調整尺度 実践研究における事実確定の手続きな どを述べたうえで,筆
者のコミュニケーション療法の原則 と技法 を 「事実逸話」 によって示 した。
第n部 では,家 族システムあるいは職場システムな どのミクロシステムへの介入 についての筆
者の実践研究 を提示 した。 ソーシャルサポー トのシステムを成長課題 ・発達課題 に応 じて構成す
るとい う介入法の実際について,実 践例を示 した。①幼児期の発達支援の例 としては,一 弱視ろ
う児 とその家族への介入の事例を取 り上げた。②学校卒業後の就労支援 ・地域生活支援の例 とし
ては,一 自閉症者および盲の一知的障害者への介入の事例 を示 した。後者の②においては,日 本
社会に生活する 自閉症,盲 の知的障害,精 神障害など,従 来,就 労が困難 とされてきた障害者の
ための新 しい就労支援モデルとして,「コーチつきアルバイ ト練習」モデル と 「ペア就労」モデ
ル を提出した。・
第皿部では,筆 者の学校コンサルテーシ ョンに関す る実践研究を提示 した。 この学校コンサル
テーシ ョンは,ミ クロシステム介入にもメゾシステム介入 にもな りうるものであ り,日本ではそ
の困難 さか らこれ までほとんど着手されないままになってお り,有 効な介入の原則 ・技法が広 く
求め られている領域である。障害児学校 コンサルテーションの場合 には,障 害児学校 にお ける調
査か ら,社 会性 の発達水準が3歳 ないし4歳 に満たない児童 ・生徒 にみ られた問題行動や神経症
的症状が,一 律 ・設定アプローチか ら自由保育的アプローチへ と替えることによって消失 あるい
は激減するという事実を示 した。 また発達初期における4段 階の成長課題 についてのモデルを提
出した。 さらに,普 通学校で行 った危機 コンサルテー ションの事例か らは,不 登校の問題 にお い
て も,個 人への働きかけと家族へのカウンセ リングだけでな く,学 校への介入および各種社会資
源 も含めたソーシャルサポー トの構成 ・活用 も考える多水準介入を志向す るアプ ローチの必要性
と有用性 を示 した。
第IV部では,地 方 自治体 の精神保健 ・障害福祉 ・教育に関する遠隔コンサルテーションという
エクソシステム介入のパイロッ トスタデ ィについて論 じた。岩手県下閉伊郡山田町という,都 市
か ら離れた地方の町に対 して,精 神保健 ・障害福祉 ・教育のソーシャルサポー トシステムづ くり
のために行った広域高速通信ネッ トワー クを活用 した遠隔支援実験 をとおして,対 人援助の専門
職を配置す ることのできない多 くの自治体のために,テ レビ電話を活用 したコンサルテー ション
による遠隔支援が有用であることを示 した。
終章において本研究 の締め くくりとして,障 害 ・心理 コンサルテーションに関わる2つ のモデ
ルを提出 した・1つ めは,多 水準介入,成 長 ・発達課題対応,シ ステム構成 エ ンパ ワー リング
教12
または自力 と他力の回向重視 人々の活躍 をひきだす ことな どの特徴か らなる 「多面的ソーシャ
ルサポー トアプローチ」 モデルであ り,2つ めは,「コンサルタン ト養成あるいは専門家 としての
成長段階」 に関す るモデルである。障害 ・心理コンサルテーシ ョン研究が今後取 り組んでいくべ
き課題 として,コ ンサルタン トの養成,人 事の仕組み,コ ス トについて も論及 した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は,筆者が22年間にわた る問題行動や神経症的症状 を呈する750以上の多数の事例への丹
念な相談援助活動 をとお して,個 人やその家族に対す る相談援助という臨床実践 における原則 と
技法を,「事実逸話」や 「自力と他 力の回向重視」な ど独自の観点か ら集大成を試みた。さ らに,
本論文は個人や家族への介入にとどま らず,米 国で発展 したコミュニティ心理学 という新 しい研
究方法を踏 まえ,相 談援助の領域 に対 して多水準 システム介入 という新 しい枠組みを日本 に導入
し,学 校や自治体な どの大きなシステムに対 してコンサルテーションによって介入す るためのモ
デルを提出し,あ わせて介入の具体的方法を明 らかにした。
本論文の主な成果 をあげると,① コンサルテーションによって多水準システムへ介入す ること
で個人の問題の解決を図ることの必要性 と有用性 を明 らか にした こと,② 学校 コンサルテーシ ョ
ンの原則 を示 し,そ の技法 を具体的に明 らかにしたこと,③ 発達初期における4段 階の成長課題
についてのモデル を提出 し,社 会性の発達水準が3歳 ないし4歳 に満たない児童 ・生徒には一律
・設定アプローチは適切ではな く自由保育的アプローチが適 していることを明 らかにしたこと,
④ 自治体 という大 きなシステムに対 してマルチメデ ィアを活用 した コンサルテー ションによる介
入を行って一定の効果をあげた こと,で ある。
学校への介入 も自治体への介入も,近 年その必要性がますます認識 され るようにな って いなが
ら実現 をみていないテーマで,な かでも自治体への介入はこれ まで困難 とされてきた。 このよう
な状況のなかで,学 校および 自治体への介入において実践の成果を示 した こと,と りわけテ レビ
電話を活用 したコンサルテーシ ョンによる遠隔支援の可能性 ・方向性を明 らかにしたことは,社
会的要請 に応えるとともに,コミュニティ心理学研究 における先駆的業績 として高 く評価できる。
本論文は,日 本 における先駆的なコミュニティ心理学研究であるという性格か ら,コ ンサル テ
ーシ ョンによる介入の限界や遠隔支援の限界を議論する段階 にはまだ至 ってお らず,ま た学校へ
の介入の多水準システムにおける位置づけに関する論究には吟味の余地が残 されているが,筆 者
が示 した「大きな システム」への介入の枠組み と方法は,一 つのモデル として学校および 自治体 コ
ンサルテーシ ョンに関する今後の 日本のコミュニティ心理学研究の進展 に道 を拓 くものであ り,
学界 に貢献す るところ大である。
よって.博 士(教 育学)の 学位を授与するに適当と認める。
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